
令和３年度 社会福祉法人西尾市社会福祉協議会事業計画

事　　　業　　　内　　　容

１　活動振興事業

 (1)　地域福祉の推進を図るため、財源となる会費の協力を募る

 (2)　市民の主体的な福祉活動への参加、関心を高めるため、支部社協活動の推進を図る

 (3)　社会福祉大会を開催し、福祉功労者を顕彰するとともに、福祉関係団体等の活動を支援し、

　　活動の振興を図る

 (4)　民生委員児童委員の自主的活動の充実発展を図るため、緊密な連携を取り援助協力を行う

 (5)　広報「社協だより」を発行し、市民の社会福祉に対する認識と、地域福祉増進のため広報

　　活動の強化を図る

 (6)　ホームページを活用し、社協事業の情報提供を積極的に行う

 (7)　市民福祉基金・ボランティア基金の啓発と強化を図り、基金及びその利息による福祉事業

　　を推進する

２　高齢者福祉事業

 (1)　介護保険事業にかかる諸介護事業の運営

    ｱ　ホームヘルパー派遣事業

    ｲ　老人デイサービスセンター事業

    ｳ　居宅介護支援事業

 (2)　高齢者のための運動やレクリエーションを行ういきいきサービス事業

 (3)　高齢者生きがい活動として、老人スポーツ大会、グラウンド･ゴルフ大会及び趣味の作品

    展を実施するとともに、老人クラブ活動に対する助成を行う

 (4)　ひとり暮らし高齢者を対象にふれあい懇談会

 (5)　ほがらか食事会

 高齢者世帯や要介護者・生活困窮者の増加や核家族化の進行、価値観や生活様式の多様化な

ど、地域社会を取り巻く環境は大きく変化しつつある。こうした中で社会福祉協議会は、住民

や関係機関・団体と協働・連携して、地域に根ざした地域福祉活動を展開していかなければな

らない。 

 社会福祉法等の改正による社会福祉法人制度改革が施行され、社会福祉協議会においても、

組織体制の強化、事業運営の透明化の向上はもとより、地域における社会福祉事業や公益的な

取り組みのさらなる推進が求められ、地域共生社会における社会福祉協議会の役割の明確化が

必要とされている。 

 このような背景のもと、本会では社会経済や政策の動向などを踏まえ、それぞれの地域特性

を活かした福祉活動を積極的に展開するとともに、より適正な法人経営に努める。また、今年

度より組織機構を変更し、係の障壁をなくして組織内を横断的に活動できるよう、課の名称を

市民に親しみやすい呼称に改名し、係制を担当制に移行する。 
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 (1)　障がい者ふれあいレクリエーション事業、重度障がい者交流事業

 (2)　障がい児者ふれあいのため社会見学（バス旅行）

 (3)　障がい児者のための音楽教室

 (4)　いきいき・ふくふくペン習字講座

 (5)　障害児・者の交流事業への助成

 (6)　福祉団体レクリエーション・スポーツ大会

４　児童、母子・父子福祉事業

 (1)　ひとり親家庭親子クリスマス会

 (2)　ひとり親家庭親子一日郊外学習（バス旅行）

 (3)　準要保護児童・生徒に校外活動費の助成

 (4)　児童の健全育成を図るため、赤い羽根子供広場の遊具補修

 (5)　夏休み福祉まるごとまるっと体験塾

 (6)　みんないっぺんきてみて講座

５　地域福祉活動推進事業

 (1)　地域住民のふれあいの場として、いきいきサロンを運営

 (2)　にしお福祉まつり

 (3)　地域共生社会の実現に向けたシステムづくりの推進

 (4)　子ども食堂への援助

 (5)　新型コロナウイルス感染症対策緊急生活支援

６　ボランティア活動振興事業

　　市民がボランティア活動に興味をもてるよう、地域住民のニーズを積極的に開拓し、ボラン

　ティア活動を推進するため、社協ボランティアセンターを拠点に次の事業を展開する。

 (1)　ボランティア活動の育成普及を図るため、社協ボランティアセンターを運営し、ボランテ

　　ィア団体の登録や支援等を行う

 (2)　各種ボランティア講座

 (3)　ボランティア活動保険の加入推進

 (4)　ボランティア連絡協議会への援助

 (5)　福祉実践教室、青少年等ボランティア福祉体験学習事業の推進

 (6)　ボランティアのつどい

 (7)　ボランティアリーダー研修会

３　障がい児・者福祉事業
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７ 地域包括支援センター事業

　　　地域包括支援センター東部・八ツ面 ： 八ツ面・三和・室場小学校区

　　　地域包括支援センター一色　　　　　 ： 一色・佐久島中学校区　

　　高齢者が、住み慣れた地域で、尊厳あるその人らしい生活を継続することができるよう、で

　きるだけ要介護状態にならないような予防対策から介護サービスや医療サービスまで、さまざ

　まなサービスを高齢者の状態の変化に応じ、切れ目なく提供するよう次の事業を行う。

 (1)　包括的支援事業

　　ｱ　総合相談支援業務

　　ｲ　権利擁護事業

　　ｳ　包括的・継続的ケアマネジメント支援事業

　　ｴ　在宅医療・介護連携推進事業

　　ｵ　生活支援体制整備事業

　　ｶ　認知症総合支援事業

 (2)　介護予防・日常生活支援総合事業

　　ｱ　介護予防ケアマネジメント事業

　　ｲ　一般介護予防事業

 (3)　指定介護予防支援事業

８ 相談支援事業

　　身体・知的・精神障がい者、障がい児、難病等対象者がその有する能力及び適性に応じ、自

　立した日常生活または社会生活を営むことができるよう、次の事業を行う。

 (1)　支援を必要とする障がい児者やその家族等への福祉サービスや就労等生活に関する情報提

    供及びサービスの利用調整、ケアプランの作成など総合的な相談支援業務

 (2)　地域の障がい者福祉関係施設とネットワークを構築し、自立支援協議会等の運営を行う

 (3)　障がい者福祉等に関する情報提供及び啓発活動を行う

９　日常生活自立支援事業

　　認知症高齢者や知的障がい者、精神障がい者など判断能力が不十分な方や、日常生活に不安

　のある方のために、その地域で自立した生活を送れるように、次の支援を行う。

 (1)　福祉サービス等の利用手続きの援助

 (2)　日常的な金銭管理

 (3)　日常生活に必要な事務手続きの援助

 (4)　通帳や印鑑等の大切な書類の保管

10　総合福祉センター管理事業

　　高齢者や障がい者さらには、ボランティアや各福祉団体活動の推進施設として次のセンター

　の運営管理を行い、ニーズに応じた様々なサービス及び事業を展開する。また、総合福祉セン

　ターの施設維持や貸室管理などを行う。

 (1)　社会福祉センター

 　　ｱ　各種相談（福祉相談等）

　 　ｲ　ボランティアの育成及び指導（ボランティアの育成指導、登録斡旋、連絡調整等）

   　ｳ　福祉団体の育成及び指導

　 　ｴ　社会参加の促進（福祉団体やボランティア等の社会参加活動の促進）

　 　ｵ　福祉情報の提供など
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 (2)　老人デイサービスセンター

 　  ｱ　生活指導（レクリエーションを含む）

　 　ｲ　日常動作訓練や養護

　   ｳ　家族介護者教育

　 　ｴ　健康チェック

　 　ｵ　入浴サービス

　 　ｶ　給食サービス、送迎など

 (3)　身体障害者福祉センター

   　ｱ　日常生活訓練

　 　ｲ　介護方法の指導

   　ｳ　社会適応訓練（料理、スポーツ吹矢、点字等）

　 　ｴ　創作的活動（パッチワーク、切絵、フラワーアレンジ等の技術援助）

　 　ｵ　身体障がい者に対する各種相談

 　　ｶ　関係福祉団体等への指導・育成など

 (4)　老人福祉センター

 　　ｱ　生活・健康相談

　 　ｲ　機能回復訓練

 　　ｳ　教養講座や入浴事業、レクリエーション等の事業

   　ｴ　老人クラブに対する援助など

 (5)　母子福祉センター

　 　ｱ　母子寡婦教養講座

　 　ｲ　こどもひろばの開放

 (6)　高齢者生きがい活動センター

   　ｱ　貸室事業

11　一色老人福祉センター管理事業

 (1)　施設の維持管理

 (2)　入浴事業

 (3)　貸室管理

12　吉良保健センター管理事業

 (1)　施設の維持管理

 (2)　貸室管理

13　幡豆いきいきセンター管理事業

 (1)　施設の維持管理

 (2)　貸室管理

14　生活援護事業

 (1)　被災世帯に見舞金の支給を行う

 (2)　生活福祉資金、歳末たすけあい募金配分により自立更生援助と支援を行う
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15　貸 出 事 業

 (1)　車いすを利用する障がい者及び高齢者等の外出を容易にし、社会活動の参加促進を図るた

　　め、福祉車両の貸出サービスを行う

 (2)　一時的に車いすを必要とする方に、車いすの無料貸出を行う

 (3)　ボランティア活動及び福祉活動の利便を図るため、物品の無料貸出を行う

16　相 談 事 業

 (1)　結婚相談所を開設し、適切な助言と相手方の紹介等を行う

17　ホームヘルパー派遣事業（介護保険事業を除く）

 (1)　在宅福祉推進のため、身体障がい児者及び知的・精神障がい者の支援事業としてホームヘ

　　ルパーを派遣する

 (2)　母子家庭等にホームヘルパーを派遣する

 (3)　地域生活支援事業

 (4)　養育支援家庭訪問事業

18　高齢者世話付住宅（シルバーハウジング）生活援助員派遣事業

　　定期的な訪問による安否確認、生活相談、緊急時の対応等を行い、入居者が安心して生活で

　きるように支援する。

19　成年後見センター事業

　　判断能力が不十分な高齢者や障がい者及びその関係者からの相談に応じ、権利擁護のために

　次の支援を行う。

 (1)　成年後見制度の利用に関する相談及び手続き支援

 (2)　成年後見制度の広報、啓発

 (3)　関係機関との連絡調整等

 (4)　法人後見の受任

20　共同募金委員会及び善意銀行への協力

 (1)　共同募金及び歳末たすけあい募金運動の協力

 (2)　西尾善意銀行事業(預託金及び貸付事業等)の協力
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